
１．ガイドラインの名称

「大規模地震等に備えた外国人観光客への情報集約・提供方法に関する実証事業」

２．ガイドラインの性格

◆「北海道胆振東部地震」の検証的な整
理に基づき、大規模地震の発生と、そ
れに伴う全道停電を想定の軸に据え、
外国人観光客の避難、移動などに必要
な情報集約・情報提供に関する対応を
示すもの

「大規模地震等に備えた外国人観光客への情報集約・提供方法に関するガイドライン」

３．ガイドライン案作成の経緯と今後の予定

（1）関係機関等に対するヒアリング

【ヒアリング結果のポイント】

災害時の外国人観光客の状況：道外へ出たい、外国語情報が少ない、水・食料の入手が困難

情報ニーズ：避難や宿泊、移動手段、交通情報、充電場所等

今後の方針：多言語化した情報提供、非常用電源など停電への対応、関係機関との連携等

行政機関、交通事業者、交通拠点、宿泊事業者・宿泊団体、観光協会、観光案内
所、コールセンター、大手旅行会社、在札幌領事館、マスメディアなど

上記の関係機関等は、情報提供や発信情報の活用という形で連携し、それぞ
れの立場・役割のもと、北海道を訪れる外国人観光客の情報ニーズに対応

◆本ガイドラインにおける「関係機関等」

（2）市町村アンケート

北海道内179市町村に対して、災害時の外国人観光客受け入れに関するアンケー
トを実施(回収数134件(回収率74.9％))

避難場所（安全な場所）

交通情報（移動手段、帰国便等）
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問い合わせで必要としていた情報はわからなかった
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【外国人観光客が求める情報】

ガイドライン（案）の概要
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求められたのは



（3）ガイドラインの検討

現状と課題の整理に基づき、ガイドライン案を作成、検討

◆第1回検討会（平成31年2月4日（月））
ガイドラインに関する意見交換
・情報の内容・伝え方について
・ガイドラインの枠組み全体について検討

◆第２回検討会（平成31年2月25日（月））

（4）訓練（ガイドラインの検証）の実施

平成31年3月５日（火）に実施予定

（5）ガイドラインの決定、セミナーを通じた公表

平成31年3月下旬

４．ガイドラインの特徴

1.災害に関する基本情報（災害規模、被害状況等）

2.交通機関に関する情報（運行・運休状況、再開見通し等）

3.交通拠点に関する情報（主要駅・空港などの被災状況等）

4.避難所等に関する情報（開設状況、電源、多言語対応等）

5.外国人観光客向け対応機関や相談窓口情報（開設状況、場所等）

（1）当面、重点的に取り組む対象エリア

札幌市近郊以外の自治体や観光地では、外国人観光客に対し各エリア内において宿泊を含む災害対応がある程度できた

ため、避難所等の開設もわずかであったことがアンケートやヒアリングから判明した。

本ガイドラインでは札幌市を中心とする圏域を外国人観光客集中エリアとして設定

（2）当面、重点的に取り組む伝達情報は以下の５点

（3）伝達情報は「テンプレート」によって展開

・避難所の開設状況
・交通機関の運行情報

⇒外国人にも分かりやすく○や✕などの記号で表現
⇒英・中・韓の多言語版で発信
⇒詳細情報はURLを二次元バーコードなどで案内 「テンプレート」のイメージ

「大規模地震等に備えた外国人観光客への情報集約・提供方法に関する実証事業」

ガイドライン（案）の概要



（4）災害情報伝達システムの手順

① 災害の発生

② 災害情報伝達システム開始の要請

③ 情報の伝達

（5）テンプレートを活用しさらなる情報の展開

①災害情報伝達システムの関係機関が自ら運営するWEBサイトでの展開

②避難所や宿泊施設、交通拠点など多くの外国人観光客が集まる場所での掲示による展開

③デジタルサイネージなどを活用した公共施設や屋外での展開

④北海道の観光等情報などを発信している様々なWEBサイトでの展開

・メーリングリストでテンプレートを送受信
・インターネット不通の際は、FAXや電話

(口頭)で伝達

上記に基づき北海道運輸局長から要請

③－２
集約テンプレートに集約し、多言語版
で発信

③－３
SNS発信、滞留場所、各種案内場所等
への掲出や、情報を用いた説明・案内

を実施

③－１
必要情報を収集し、情報テンプレート
により北海道運輸局に提供

「大規模地震等に備えた外国人観光客への情報集約・提供方法に関する実証事業」

ガイドライン（案）の概要

提供 発信 参照 支援

【災害情報伝達システムの流れ】

・道内で震度５弱以上の地震が発生

・地震等の災害発生により、外国人観光客

の移動等が困難となる恐れがある

・気象情報など事前情報に基づき、外国人

観光客の移動等が困難となる恐れがある


